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５ 研究プロジェクト名   専門知の共有に基づくアジアの火災安全情報拠点の形成  

                 －情報化社会における新しい火災安全のあり方          
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７ 研究代表者 

研究代表者名 所属部局名 職名 

松原 美之 総合研究院 教授 

 

８ プロジェクト参加研究者数   ８  名 
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１０ 研究プロジェクトに参加する主な研究者 

研究者名 所属・職名 プロジェクトでの研究課題 プロジェクトでの役割 

松原 美之 
総 合 研 究 院 ・

教授 

火災安全情報拠点ＨＰの設計， 

防災設備に関する専門知の発信 
研究代表者 

河野 守 
工 学 部 第 二

部・教授 
構造耐火に関する専門知の発信 専門知（構造耐火関係）の共有 

池田 憲一 
総 合 研 究 院 ・

教授 
防災計画に関する専門知の発信 専門知（防災計画関係）の共有 

大宮 喜文 
理 工 学 部 ・ 教

授 

火災情報アーカイブス（資料編）の作

成，区画火災性状に関する専門知の

発信 

ＨＰの充実によるアクセス数確保

と専門知（区画火災性状関係）

の共有 

松山 賢 
国際火災科学

研究科・教授 

火災情報アーカイブス（実験編）の作

成，消防設備に関する専門知の発信 

ＨＰの充実によるアクセス数確保

と専門知（消防設備関係）の共

有 

水野 雅之 
国際火災科学

研 究 科 ・ 准 教

授 

火災情報投稿システムの構築とデータ

ベースの作成， 

避難行動に関する専門知の発信 

火災情報の共有とアジアの諸都

市における火災リスク分析と専

門知（避難行動関係）の共有 

萩原 一郎 
総 合 研 究 院 ・

教授 

火災情報アンテナと専門知の共有ネッ

トワークの構築 

火災情報の投稿充実と専門知

の発信の促進 

（共同研究機関等） 

若月 薫 
信 州 大 学 ・ 准

教授 

消防，燃焼性状に関する専門知の発

信 

専門知（消防，燃焼性状関係）の

共有 
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＜研究者の変更状況（研究代表者を含む）＞ 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

火災安全情報拠点ＨＰの改良、

市街地（スラム含む）火災に関

する専門知の発信 

総 合 研 究 機 構 ･ 教 授

(H25.4.1 採用予定） 
Samuel L.Manzello 

火災安全情報拠点 HP の効果的

な運用のためのリニューアル設

計と専門知（市街地火災関係）

の共有 

（変更の時期：平成 25 年 4 月 1 日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

辞退    

 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 
火災情報投稿システムの構築

とデータベースの作成、避難行

動に関する専門知の発信 

総合研究機構･ 

講師 
水野 雅之 

火災情報の共有とアジアの諸都

市における火災リスク分析と専

門知（避難行動関係）の共有 

（変更の時期：平成 25 年 4 月 1 日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

総合研究機構･講師 総合研究機構･准教授 水野 雅之 

火災情報の共有とアジアの

諸都市における火災リスク分

析と専門知（避難行動関係）

の共有 

 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 
火災情報アンテナと専門知の

共有ネットワークの構築 

（独）建築研究所・上席

研究員 
萩原 一郎 

火災情報の投稿充実と学外から

の専門知の発信の促進 

（変更の時期：平成 25 年 4 月 1 日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 
（独）建築研究所・上席研究

員 

（独）建築研究所・ 

防火研究グループ長 
萩原 一郎 

火災情報の投稿充実と学外

からの専門知の発信の促進 

 

 

 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 
消防、燃焼性状に関する専門

知の発信 

消防研究センター・研

究官 
若月 薫 

専門知（消防、燃焼性状関係）の

共有 

（変更の時期：平成 27 年 1 月 1 日） 
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新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

消防研究センター・研究官 信州大学・准教授 若月 薫 
専門知（消防、燃焼性状関

係）の共有 

 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 
火災情報アーカイブス（実験

編）の作成、消防設備に関する

専門知の発信 

総合研究機構･ 

准教授 
松山 賢 

ＨＰの充実によるアクセス数確保

と専門知（消防設備関係）の共

有 

（変更の時期：平成 27 年 4 月 1 日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

総合研究機構･ 

准教授 
国際火災科学研究科･准教授 松山 賢 

ＨＰの充実によるアクセス数

確保と専門知（消防設備関

係）の共有 

 

 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 
火災情報投稿システムの構築

とデータベースの作成、避難行

動に関する専門知の発信 

総合研究機構･ 

准教授 
水野 雅之 

火災情報の共有とアジアの諸都

市における火災リスク分析と専

門知（避難行動関係）の共有 

（変更の時期：平成 27 年 4 月 1 日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

総合研究機構･ 

准教授 
国際火災科学研究科･准教授 水野 雅之 

火災情報の共有とアジアの

諸都市における火災リスク分

析と専門知（避難行動関係）

の共有 

 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 
火災安全情報拠点ＨＰの設計， 

防災設備に関する専門知の発

信 

工学部第二部・教授 辻本 誠 研究代表者 

（変更の時期：平成 29 年 4 月 1 日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

 総合研究院・教授 松原 美之 研究代表者 
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旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

火災情報アンテナと専門知の

共有ネットワークの構築 

国立研究杯初法人建

築研究所・防火研究グ

ループ長 

萩原 一郎 
火災情報の投稿充実と学外から

の専門知の発信の促進 

（変更の時期：平成 29 年 4 月 1 日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 
国立研究杯初法人建築研

究所・防火研究グループ長 
東京理科大学 総合研究院・教授 萩原 一郎 

火災情報の投稿充実と専門

知の発信の促進 

 

 

１１ 研究の概要（※ 項目全体を１０枚以内で作成） 

（１）研究プロジェクトの目的・意義及び計画の概要 

 

過去に経験のない速度・規模で高層化、近代化が進展したアジアの諸都市が直面する火

災リスクを減じ、都市で生活する人々の安全向上を図ることを目的とする。 
 

本研究では先導的に火災研究を担ってきた本学の研究成果を目的達成のために活用し、

アジア諸都市の火災危険事象の抽出や分析を行うなどの火災情報ネットワークを構築するこ

とで、総合研究院火災科学研究センターをアジアの火災安全工学の専門知を共有する研究

拠点として整備でき、アジア諸都市の火災リスク抑制を関係者が連携して実現をはかるため

の中心が形成できる。アジア諸都市にとっては日本の火災史とその知恵に学ぶことは多く、

未然に被害を防ぐ対策を講じるうえで有益であるが、同時に、日本にとっても他国での火災

が自国の今後につながる要研究課題の萌芽発見につながるという意味で学ぶことは有益で

ある。 
 
 研究プロジェクトは、「火災安全情報拠点の形成に基づくアジアの諸都市の火災リスク分

析（テーマ１）」と「アジアの諸都市における火災危険事象の分析（テーマ２）」から構成され、5
か年の研究期間を通じて、火災情報収集システム構築、アジアの諸都市での火災情報を発

信するアンテナ構築、火災科学の専門知アーカイブスの構築、種々の可燃物の燃焼生成ガ

ス測定とデータベース化、収集した火災情報や被害軽減策に関する専門知の発信を行う。各

テーマの研究の概要は、それぞれ、以下の通り。 
 
「火災安全情報拠点の形成に基づくアジアの諸都市の火災リスク分析」（テーマ１） 
 火災リスク抑制に関わる建築・消防行政や技術者が問題解決を図るための、火災に

特化したインターネットによる情報交換の場として、「アジア火災安全情報拠点」を作成

する。 
 アジアの諸都市（主要 20 都市以上を目標）での火災情報を収集し、収集した火災情報

を分析し、火災危険事象を抽出、発信する。 
 アジアにおける火災科学の専門知の共有促進を図るため、「日本の火災史における

教訓と防火規制の変遷」、「実験映像を含めた最新の研究成果」、「本学発行の英文ジ

ャーナルや日本の火災事故調査」などのアーカイブスを構築する。 
 関係者と諸都市の火災リスク分析や安全対策について議論するための、アジア火災
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安全フォーラムを開催する。 
 
「アジアの諸都市における火災危険事象の分析」（テーマ２） 
 火災危険事象の分析のために必要となる研究施設・設備を整備する。 
 空間特性と材料利用との関係に基づく毒性ガスの生成現象に関する科学的解明、

種々の可燃物の燃焼生成ガス測定を行う。 
 超高層建築物の外壁の燃焼性状と延焼性状に関する分析を行う。 
 テーマ１の研究により抽出された、要研究火災危険事象の解明を行う。 
 上記の結果得られた成果及び、被害拡大原因や防止策に関する専門知の発信を充

実させる。 
 重大な火災被害が発生した場合に、即座に類似性の高い過去の火災事例の情報を

入手できる情報源を整備する。 
 上階延焼を想定した火災安全設計のあり方についての提案を行う。 

（２）研究組織 

 

研究代表者は、毎月 1 回開催される定例運営会議の座長を務めるほか、随時プロジェクト

全体の進捗把握と 2 つの研究チーム間の調整を行った。 

本プロジェクトに内包される「火災安全情報拠点の形成に基づくアジアの諸都市の火災リ

スク分析」と「アジアの諸都市における火災危険事象の分析」の２つの研究課題は、相互関

連性が強く、研究メンバーの共通性も高いことから、上記の全体の定例運営会議での相互調

整・確認を基本としている。 

 研究プロジェクトには、火災科学研究センターに所属する教員（H29 年度で、専任 13 名、客

員 14 名）が参加し、RA1 名/年を雇用した。 

外部機関では、国立研究開発法人建築研究所、総務省消防庁消防研究センター、国立大

学法人信州大学との連携を行っており、学内の他研究部門との情報共有を総合研究院（研

究推進機構）フォーラムの場を通じて実施した。 

本プロジェクトにかかる一般的事務業務の支援は研究推進部研究推進課（野田）が、知財

や契約等、産学連携・地域連携・事業化にかかる業務の支援は、研究戦略・産学連携センタ

ー（研究推進機構）が行っている他、国際的な活動に関しては国際部国際支援課が担った。 

 

 

 

（３）研究施設・設備等 

研究施設の面積及び使用者数 

1,896 ㎡  10,417 人（平成 25～29 年の延べ数）  

 

「火災科学研究センター実験棟」の大規模実験室を改修した。 

燃焼実験において生じるガスを二次燃焼炉に排気するための既設排気ダクト（材質：Ｓ

Ｓ 、内面塗装なし）の耐腐食性を考慮して新規ダクト（材質：ＳＵＳ）に交換し、内面に塗装

を行った。また、排煙設備をファサード試験装置に取り付け、発生する排煙の排出装置も

改修した。 

 

主な研究装置、設備は以下の通り 

（装置・設備名の後の数字は平成 25～29 年の延べ使用者数） 
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 多目的水平載荷加熱試験装置 1,204 人  

 発煙性試験装置＋FTIR ガス分析装置（ISO19702)  125 人 

 外装材加熱試験装置 221 人 

 ICAL 試験装置（放射パネル） 238 人 

 大型壁炉 675 人 

 ルームコーナー試験装置（ISO9705)  67 人 

 燃焼熱量測定用フード 2,927 人 

 コーンカロリーメータ試験装置（ISO5660)  420 人 

 PIV 燃焼場測定システム 605 人 

 中型複合炉 671 人 

 

（４）研究成果の概要 ※下記、１３及び１４に対応する成果には下線及び＊を付すこと。 

 

○「火災安全情報拠点の形成に基づくアジアの諸都市の火災リスク分析」（テーマ 1） 

 

 インターネット上に「Forum on Fire Safety in Asia (FFSA)」の HP を開設、東アジア 15 ヶ国・

地域のインターネット上のニュースサイトから火災に関係するニュースを漏れなく収集し、予

め登録された希望者に毎週配信する「東アジアの火災ネットニュース」システムを構築し運用

を開始した（*1）。収集した火災情報について分析した成果は、随時学会等にも発表した。 

  

 日本の消防法令の制定以来の改正経緯について掘り起しと整理を行い、 「日本の消防法

令改正経過検索システム」としてテータベース化し、公開した。（*2）「東アジアの火災ネットニ

ュース」の表示に時間がかかりすぎる問題が発生していたが、外部からの不明大量アクセス

が原因であることを特定し、正常な速度で検索を提供できる環境となった。 

 また、「東アジア諸国の防火法令の比較分析実施」と「各国の法令和訳データベース公開」 

（*3）、「東アジア諸国の火災及び防火対策の状況」（日本語版）（*4）についても公開を開始し

た。 

 「実験映像を含めた最新の研究成果」、「本学発行の英文ジャーナル」や「日本の火災事故

調査」などのアーカイブスについては、事業に着手し、本学発行の「英文ジャーナル」につい

ては公開済み（*5）とするなど、部分的な提供を開始した。 

 アジア諸国の火災研究専門家を中心とする関係者と諸都市の火災リスク分析や安全対策

について議論するための場として、アジア火災安全フォーラム（FORUM for Advanced Fire 

Education/Research in Asia）を創設した（*6）。 

これまでに 6 回各国の持ち回りで開催し、ほぼ定期的な会議として定着した。2017 年 10 月に

は第 6 回会合を日本で開催し、今後の方向性に関して出席各国の研究者より意見をいただ

きプロジェクト終了後も継続して開催することが合意された。 

 

○「アジアの諸都市における火災危険事象の分析」（テーマ２） 

 

 火災危険事象の分析のために必要となる研究施設・設備として、以下の喫緊に分析が必要

となる事象を同定し、これに必要な機器類の整備を行った。 

【喫緊に分析が必要となる事象】 

アジアの高層・超高層ビルで多発する「外断熱工法の外壁」の炎上 
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アジア的生活による寝具類の燃焼性状とその危険 

燃焼生成物の持つ毒性の現場での同定の困難さ 

【機器類の整備】 

FTIR ガス分析計、外装試験装置の排煙風量の増強、排煙用ダクトの更新、電気炉の整備

を行った。 

 

 空間特性と材料利用との関係に基づく毒性ガスの生成現象に関する科学的解明等に関し

ては、布団のくん焼実験と空間内ガス濃度分布測定に基づく寝たばこ火災による死者発生現

象の分析、難燃性ベッドマットレスの燃焼時の生成ガス測定、外装試験装置での燃焼用クリ

ブの燃焼性状把握実験を行った（*7）。ベッドマットレスの研究は、欧米基準の試験法にのみ

準拠した場合、低い位置でマットレスを使うアジアでの生活様式では火災のリスクが高まる懸

念が韓国の研究者から指摘、提案されたことから研究を開始した。 

 超高層建築物の外壁の燃焼性状と延焼性状に関しては、アジアでの超高層建築物の上階

延焼事例が続いたことから、可燃外装のファサード試験を実施（*8）し建築ファサードの燃え

拡がり試験方法に関する提案として取りまとめを行っている。 

 「高層ビルの火災危険」として、耐火性能の確保に必要な研究として、”あと施工アンカー”

の耐火性能に関して火災時及び火災後の付着強度の変化についての測定を、本プロジェク

トで整備した電気炉を用いて実施した（*9）。 

 その他に、高層ビルの全館避難に関する研究を実施した（*10）。高層ビルの全館避難につ

いては、上階延焼による脅威もさることながら、火災が発生した場合には全館からの避難が

行われる。そこで、階段での転落等の二次災害を防ぐための混雑防止や避難流動、避難施

設配置に関する研究課題を実施した。 

 その他、サンドイッチパネルの燃焼実験（*11）については KICT（= Korea Institute of 

Construction Technology、韓国建設技術研究院）との共同研究として計画することとした。 

 また、環境問題が国際的な課題であることから、環境負荷に配慮した新たな機構に基づく

難燃剤開発、耐アルコール消火剤開発の研究を行ったほか、ICT を活用した防災技術、アジ

アで発生した産業基盤にかかわる爆発火災事故分野の研究も実施した（*12）。 

 

＜優れた成果が上がった点＞ 

高層ビルの防火安全上のソフト(避難対策)、ハード（上階延焼対策、耐火性能向上）の両

面からの研究など、東アジア地区の火災研究機関との共同実験も行いながら、アジアに特有

な課題についての研究成果をあげた。 

研究成果は、東アジア地区の主要な火災研究機関との定期的な交流の場を通じて共有で

きる体制が構築された。 

 これまで一部専門家の口頭伝承でしか得られなかった、我国の消防法令の改正経緯につ

いて知識が整理され、データベースとして構築・公開された。 

 

 

 

＜課題となった点＞ 

 研究は、それぞれの担当部分で進めているため、「Forum on Fire Safety in Asia (FFSA)」の

HP 等の、全体としての俯瞰性が悪かった。 
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後期研究期間において、俯瞰性向上の視点から全体の構成を見直し、下記の課題にも留

意し進めた。 

 法令の改正経緯、過去の研究成果は、日本語で整理する必要があっため、その国際

的発信については非対応である。法令の改正についてのデータベースについては作

業に終点が無く、将来的な持続可能な運営体制として、外部委託を試みた。 

 可能な部分の英語化、とプロジェクト終了後の将来的な運営体制確保。 

 「東アジアの火災ネットニュース」の検索機能が整備されていないことなどに対応し、セ

キュリティーを強化するために HP の全面的更新を実施した。 

  「類似の火災被害が発生した場合に、即座に必要な情報を入手できる情報源」につ

いて、情報を必要とする者のニーズを把握した提供方法。 

 建築火災が主であったが、近年のアジアにおいては、産業火災の課題も増大している

傾向に対応した、化学物質に起因する爆発・火災、原子力発電所の火災問題への取

り組みの強化。 

 

 上記課題も含めたプロジェクト終了後の方向性に関して、「FORUM for Advanced Fire 

Education/Research in Asia」において、出席各国の研究者より意見をいただき、議論を行っ

た。 

 

 

＜自己評価の実施結果と対応状況＞ 

 毎月、研究プロジェクト担当者全員が議論する場を設け、進捗状況の情報交換と火災発生

等内外の情勢の変化に対応した計画の検証・検討と修正を実施して来た。研究費についても

年度途中で必要な課題への研究費配分変更について全体の議論を経たうえで実施し、効率

的な研究費・施設の活用に努めた。 

 

＜外部（第三者）評価の実施結果と対応状況＞ 

研究プロジェクトの規模に鑑み、第３者評価は実施せず、学外の専門研究者を含めたアド

バイザリー委員会（共同利用・共同研究拠点である、火災安全科学研究拠点と併せての検討

の場）を設置、ご評価・ご意見を頂戴してきている。また、アジア各国の本研究領域の専門家

が参加する「アジア火災安全フォーラム（FORUM for Advanced Fire Education/Research in 

Asia）」を創設し、定期的に開催し、意見と情報の交換を行う中で、本プロジェクトへのアジア

諸国の専門家と、費用対効果の向上がはかれるよう、研究の方向性を議論している。 

 

 

＜研究期間終了後の展望＞ 

アジア地域での諸都市の火災リスクをリアルタイムで把握し分析できる体制が整ったことか

ら、今後、下記について、具体事例も踏まえた火災科学の社会実装とアジア地域における共

同研究の推進が期待できる。 

 超高層建物での上階延焼火災危険を減少させる方法についての提言。 

 火災危険評価法の国際標準化に際して、アジア地域特有の条件が加味されること。 

 

アジア地域の火災研究者の人的ネットワークである、「FORUM for Advanced Fire 

Education/Research in Asia」の場を通じて、研究成果を反映させることが、より容易となった

ことから、火災リスクが顕在化した当事国における、可燃性外装材料の適切な使用方法・試
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験評価実施等対策の具体化が期待できる。 

 

＜研究成果の副次的効果＞ 

 東アジア地区の研究者のネットワークが形成され、本学大学院国際火災科学研究科への

入学者の定常化の流れが形成された。 

 「東アジアの火災ネットニュース」作成、メンバー各国で順次開催となった「FORUM for 

Advanced Fire Education/Research in Asia」開催準備など、留学生と日本人学生の協力作業

が行われている過程で、相互のきずなが強まり、修了後の国際的なビジネス活動などにも好

影響が生じている。 

 研究成果は、我が国における外装の試験方法 JIS 化に反映されている。 

 

 

 

１２ キーワード（当該研究内容をよく表していると思われるものを８項目以内で記載してくださ

い。） 

（１） 火災安全情報拠点      （２） 火災ネットニュース    （３） 火災危険事象          

（４） 火災リスク低減        （５） たばこ火災         （６） 高層ビル火災             

（７） 消防法令改正検索      （８） 全館避難        

 

１３ 研究発表の状況（研究論文等公表状況。印刷中も含む。） 

上記、１１(４)に記載した研究成果に対応するものには＊を付すこと。 
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54. 換気制御条件下の区画火災におけるエネルギー収支の実験的評価（その 1）発熱速度・

排気流量の影響、日本建築学会大会学術講演、2014 年、須藤 仁、松山 賢、服部康

男、沖永誠治 

55. （*10）階段降下時の介助者による車いすの操作方法に関する分析 : 車いす使用者の

階段避難の可能性に関する研究、日本建築学会 2014 年度大会（近畿）、2014 年、濵島

弘次、水野雅之 

56. 東京都の震災時火災に対する広域避難の課題分析 : アンケートによる住民の意識調

査、日本建築学会 2014 年度大会（近畿）、2014 年、葭田真希、柴田充、水野雅之 

57. (*10) 高層事務所ビルの全館避難訓練時における階段歩行に関する実測調査とその分

析（その 11）－順次避難における階段室内の滞留発生に関する分析－、平成 26 年度日

本火災学会研究発表会、2014 年、門倉博之、関澤愛、佐野友紀、水野雅之、藤井皓

介、安藤翔、 和田哲也 

58. (*10) 高層事務所ビルの全館避難訓練時における階段歩行に関する実測調査とその分

析（その 12）－避難訓練の参加者に対するアンケート調査結果の分析－、平成 26 年度

日本火災学会研究発表会、2014 年、和田哲也、関澤愛、佐野友紀、水野雅之、門倉博

之、 藤井皓介、安藤翔 

59. (*10) 高層事務所ビルの全館避難訓練時における階段歩行に関する実測調査とその分

析（その 13）－一斉避難及び順次避難における在館者数が避難時間に与える影響－、

平成26年度日本火災学会研究発表会、2014年、藤井皓介、関澤愛、佐野友紀、水野雅

之、門倉博之、安藤翔、和田哲也  

60. (*10)高層事務所ビルの全館避難訓練時における階段歩行に関する実測調査とその分

析 その１５ －順次避難における階段室内の避難流動や滞留に関する分析－，日本火

災学会研究発表会梗概集，pp. 38-39，2016，水野雅之，田中教之，関澤愛，仙道英剛，

佐野友紀，門倉博之，藤井皓介 

61. (*10)高層事務所ビルの全館避難訓練時における階段歩行にカンする実測調査とその

分析 その１６ －避難訓練の参加者に対する会談の混雑状況等に関するアンケート調

査－，日本火災学会研究発表会梗概集，pp. 320-321，2016．田中教之，水野雅之，関

澤愛，仙道英剛，佐野友紀，門倉博之，藤井皓介 

62. (*10)順次避難訓練の実測調査に基づく一方向群集の階段降下時における流動係数お

よび流動状況 高層建築物避難時における流動状況の把握，日本建築学会 2016 年度

大会 学術講演概要集，pp. 507-508，2016．藤井 皓介，門倉 博之，水野 雅之，仙道 

英剛，関澤 愛，佐野 友紀 

63. (*10)高層事務所ビルの全館避難訓練時における階段歩行にカンする実測調査とその

分析 その１７ －順次避難計画の作成と合流及び滞留の発生に対する計画の効果

－，日本火災学会研究発表会梗概集，pp. 156-157，2017．藤井皓介，水野雅之，名角

貫志，田中教之，門倉博之，関澤愛，佐野友紀 

64. (*10)高層事務所ビルの全館避難訓練時における階段歩行に関する実測調査とその分

析 その１８ －階段での混雑回避を目指した順次避難計画下の避難流動の分析，日本

火災学会研究発表会梗概集，pp. 158-159，2017．名角貫志，水野雅之，田中教之，王

福秋，藤井皓介，門倉博之，関澤愛，佐野友紀 

65. (*10)Analysis of Optimal Scenario of Total Evacuation in High-rise Office Buildings，日本

火災学会研究発表会梗概集，pp. 160-161，2017, Fuqiu Wang, Masayuki Mizuno 

66. 延焼予防と消防力運用のシミュレーションを利用した延焼火災リスク評価に関する研究 

その 3、平成 26 年度日本火災学会研究発表会、2014 年、佐々木克憲、関澤愛 
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67. 住宅用火災警報器の維持管理に関するアンケート調査（その 1）―アンケート調査の概

要と基礎集計結果―、平成 26 年度日本火災学会研究発表会、2014 年、関澤愛、島津

朋彦、土井敏行、椎名知明、田中富也、水野雅之 

68. 住宅用火災警報器の維持管理に関するアンケート調査（その 2）―住警器に対する習熟

度と維持管理の実態―、平成 26 年度日本火災学会研究発表会、2014 年、島津朋彦、

関澤愛、土井敏行、椎名知明、田中富也、水野雅之 

69. 住宅用火災警報器の維持管理に関するアンケート調査（その 3）―住警器の寿命と更新

に関する分析―、平成 26 年度日本火災学会研究発表会、2014 年、土井敏行、島津朋

彦、関澤愛、椎名知明、田中富也、水野雅之 

70. 層間ふさぎ防火設備の耐火性能に関する海外の動向、平成 26 年度日本火災学会研究

発表会、2014 年、大和征良、江口純子、池田憲一、菅原進一 

71. (*7) ISO 12949 に基づいたベッドマットレスの燃焼実験 その 3 ポケットコイル式マットレ

ス(韓国製)の場合、平成 26 年度日本火災学会研究発表会、2014 年、丁鐘珍、木村和

貴、水野雅之、池田憲一、菅原進一、大宮喜文、Kye-Won Park、林吉彦  

72. (*7) ISO12949に基づいたベッドマットレスの燃焼実験 その5 ポケットコイル式

ベッドマットレス（日本製）の場合，日本火災学会研究発表会梗概集，2016, 丁鐘

珍，水野雅之，Kye-Won Park，大宮喜文，池田憲一，林吉彦 

73. (*7) ISO12949に基づいたベッドマットレスの燃焼実験 その6 区画内での煙性状

に関する実験結果と BRI2002 の解析結果の比較，日本建築学会大会学術講演概要

集，2016, 朴 桂源，丁 鐘珍，水野 雅之，大宮 喜文，池田 憲一 

74. 首都直下地震時における消防団と自主防災組織の連携に関する研究（その１）－調査

の概要と基礎集計結果－、平成 26 年度日本火災学会研究発表会、2014 年、中村龍

徳、五十嵐暢、 佐々木克憲、和田哲也、関澤愛 

75. 首都直下地震時における消防団と自主防災組織の連携に関する研究（その 2）－消防

団と自主防災組織の連携に関する分析－、平成 26 年度日本火災学会研究発表会、

2014 年、五十嵐暢、中村龍徳、佐々木克憲、和田哲也、関澤愛 

76. (*10) 高層建築物の階段避難における流動性状に関する研究 階段踊場の合流方向と

2群集の合流比率の分析、平成26年度日本火災学会研究発表会、2014年、池畠由華、

村上正浩、関澤愛  

77. 激震後の人口集中地区における建物内及び街区を一体として扱う避難シミュレーショ

ン、平成 26 年度日本火災学会研究発表会、2014 年、長野誠、西野智研、北後明彦、野

竹宏彰、関澤愛 

78. （*10） 避難階段の計画手法に関する基礎的研究（その 2）、平成 26 年度日本火災学会

研究発表会、2014 年、山口純一、鈴木匡、大宮喜文 

79. 火災避難シミュレーションモデルの構築（その1）‐モデルの概要‐、平成26年度日本火災

学会研究発表会、2014 年、北堀純、田村祐介、山口純一、山村知早、大宮喜文 

80. 火災避難シミュレーションモデルの構築（その 2）‐妥当性の検証‐、平成 26 年度日本火

災学会研究発表会、2014 年、田村祐介、北堀純、山口純一、山村知早、大宮喜文 

81. （*10）超高層オフィスビルにおける避難計画の実態調査（その 2）、平成 26 年度日本火

災学会研究発表会、2014 年、鈴木匡、大宮喜文、山口純一、吉田俊之 

82. 壁と可燃物との離隔距離による熱フィードバックの変化が可燃物の燃焼に及ぼす影響に

関する研究（第 3 報）、平成 26 年度日本火災学会研究発表会、2014 年、池正熏、原田和

典、大宮喜文、野秋政希、申易澈 

83. 可燃物表面における実散水密度に関する文献調査－スプリンクラー設備の燃焼抑制効

果に関する研究－、平成 26 年度日本火災学会研究発表会、2014 年、野秋政希、山口
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純一、鈴木淳一、大宮喜文 

84. 機械換気条件下における区画内火災性状の実験的解明、平成 26 年度日本火災学会研

究発表会、2014 年、沖永誠治、大沼英司、松山 賢、服部康男、須藤 仁 

85. 加圧防排煙における遮煙開口部の気流性状に関する実験的研究 -PIV による 2D 可視

化実験-、平成 26 年度日本火災学会研究発表会、2014 年、岸上昌史、山口純一、沖永

誠治、松山 賢、松下敬幸 

86. 速度計測に基づく矩形トンネル内の天井流性状、平成 26 年度日本火災学会研究発表

会、2014 年、野澤孝甫、川口竜臣、岡 泰資、岡 秀行、松山 賢、沖永誠治 

87. (*12) テラヘルツ帯アクティブイメージングの実現に向けた基礎的研究 －模擬煙霧によ

る電磁波の減衰効果－、平成 26 年度日本火災学会研究発表会、2014 年、松山 賢、南 

龍郎、内田英建、清水直文 

88. (*12)模擬煙環境下におけるサブテラヘルツ波に関する研究 -サブテラヘルツ波の伝搬

損失の理論的考察について-、日本火災学会研究発表会概要集、214-215 頁、2015 年、

内田英建, 松山 賢, 清水直文 

89. 韓国型スプリンクラー作動時噴霧液滴特性及び煙挙動に対する研究 －噴霧液滴の特

性に対する実験－、平成 26 年度日本火災学会研究発表会、2014 年、Ung-Gi Yoon, 

Dong-Goo Seo, Young-Jin Kwon, 沖永誠治、松山 賢 

90. 高齢者に対する消防本部の住宅防火対策の現状、平成 26 年度日本火災学会研究発表

会、2014 年、山下博之、水野雅之 

91. 地下鉄駅ホームの火災時の避難安全に関する研究（その３）典型的なホームタイプにお

ける売店火災に対する避難安全性の分析、平成 26 年度日本火災学会研究発表会、

2014 年、水野雅之、林寛之 

92. 統計データに基づく都市の特性に着目した放火火災の分析、平成26年度日本火災学会

研究発表会、2014 年、榎本慶介、水野雅之 

93. Study on Fires Following the 2011 Great East-Japan Earthquake based on the 

Questionnaire Survey to Fire Departments in Affected Areas、11th IAFSS International 

Symposium on Fire Safety Science、2014 年、Ai Sekizawa, Katsunori Sasaki 

94. 耐火被覆 CFT 柱の耐火性能に関する研究 その 1 背景と全体計画、日本建築学会大

会、2013 年、宮本圭一、池田憲一、吉野 茂、菊田繁美、道越真太郎、丹羽博則、西村

俊彦、松戸正士、山田人司、高井茂光 

95. 耐火被覆 CFT 柱の耐火性能に関する研究 その 2 普通強度材料を用いた場合の載荷

加熱実験、日本建築学会大会、2013 年、松戸正士、池田憲一、宮本圭一、吉野 茂、道

越真太郎、丹羽博則、西村俊彦、菊田繁美、山田人司、高井茂光 

96. 耐火被覆 CFT 柱の耐火性能に関する研究 その 3 高強度材料を用いた場合の載荷加

熱実験、日本建築学会大会、2013 年、丹羽博則、池田憲一、宮本圭一、吉野 茂、道越

真太郎、菊田繁美、西村俊彦、松戸正士、山田人司、高井茂光 

97. 耐火被覆 CFT 柱の耐火性能に関する研究 その 4 解析的検討、日本建築学会大会、

2013 年、菊田繁美、池田憲一、宮本圭一、吉野 茂、道越真太郎、丹羽博則、西村俊

彦、松戸正士、山田人司、高井茂光 

98. 免震・制振用オイルダンパーの火災時挙動 その１：検証方法および基礎実験、日本建

築学会大会、2013 年、藤田啓史、荻野伸行、岡﨑智仁、池田憲一、可児長英  

99. 火災時における鉄骨梁の伸び出しに対する周辺架構の抑制効果、2013 年度日本建築

学会大会、2013 年、岡﨑智仁、河野守  

100. (*9) 高性能エポキシ樹脂系注入方式接着系あと施工アンカーの火災時及び火災後の

付着破壊強度に関する実験的研究、日本建築学会大会学術講演梗概集(関東)、87-88
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頁、2015 年、大和征良、池田憲一 

101. 住宅火災における死者発生防止に関する研究 その 4 FDS による避難限界時間の算

定と避難シミュレーションによる比較分析、日本建築学会 2013 年度大会（北海道）、2013

年、中濱慎司、佐野友紀、菅原進一、原哲夫、関澤愛、水野雅之、山内幸雄 

102. 東京都の地域危険度マップに見る震災時火災に対する広域避難の課題 －品川区を対

象として－、日本建築学会 2013 年度大会（北海道）、2013 年、葭田真希、水野雅之 

103. (*7) ISO12949 に基づいたベッドマットレスの燃焼実験 その 1 研究背景と実験手法、日

本建築学会2013年度大会（北海道）、2013年、木村和貴、朴桂源、大宮喜文、水野雅之 

104. (*7) Combustion Experiment of Bed Mattress based on ISO 12949 Part.2 result and 

discussion from real scale fire test、日本建築学会 2013 年度大会（北海道）、2013 年、

朴桂源，木村和貴，大宮喜文，水野雅之，林吉彦 

105. 区画火災の換気型支配燃焼時における一酸化炭素発生量の予測手法に関する研究 

その 3 中型区画模型による相似則の確認実験、日本建築学会 2013 年度大会（北海

道）、2013 年、橋村征、山内幸雄、水野雅之、若月薫、菅原進一 

106. 木扉や鉄扉を介した煙や燃焼生成ガスの流動に関する区画模型を用いた実験研究、日

本建築学会 2013 年度大会（北海道）、2013 年、水野雅之、橋村征、山内幸雄、若月薫、

菅原進一 

107.  (*10) 建物火災時の避難開始時間の予測手法に関する研究 その１、平成 25 年度日

本火災学会研究発表会、2013 年、古川加奈子、水野雅之 

108. (*10) 建物火災時の避難開始時間の予測手法に関する研究 その２、平成 25 年度日本

火災学会研究発表会、2013 年、古川加奈子、水野雅之 

109. 区画火災の換気支配型燃焼における一酸化炭素発生量の予測手法に関する研究（そ

の１）－小型区画模型を用いた実験結果の考察－、平成 25 年度日本火災学会研究発

表会、2013 年、片桐正浩、山内幸雄、水野雅之、島津朋彦、橋村征、若月薫、菅原進一 

110. 区画火災の換気支配型燃焼における一酸化炭素発生量の予測手法に関する研究（そ

の２）－実験データの検証結果を踏まえた予測モデルの提案－、平成 25 年度日本火災

学会研究発表会、2013 年、島津朋彦、山内幸雄、水野雅之、片桐正浩、橋村征、若月

薫、菅原進一 

111. 住宅火災の死者発生防止に関する研究（その５）FDS による住宅火災での避難限界時

間の算定、平成25年度日本火災学会研究発表会、2013年、中濱慎司、佐野友紀、菅原

進一、原哲夫、関澤愛、水野雅之、山内幸雄 

112. (*12) 個別配信型避難安全システムに関する研究 携帯型情報端末を用いた災害覚知

支援手法に対する覚知特性の検証、2014 年度日本建築学会関東支部研究発表会、

2015 年、福原義人、遠田 敦、佐野友紀、野竹宏彰、広田正之、大宮喜文 

113. (*12) A Fundamental Study for Application of THz Electromagnetic Waves to Fire Safety, 

Workshop for Urban and Wildland-Urban Interface (WUI) Fires: A Workshop to Explore 

Future Japan/USA Research Collaborations, 2015 年, K. Matsuyama, N. Shimizu and H. 

Uchida 

114. (*12) 3D スキャナを用いた可燃物調査、2015 年度日本火災学会研究発表会、2015 年、

新谷祐介、北堀純、大宮喜文、原田和典 

115. (*12) TiO2 による PC の耐熱性向上に関する研究、日本火災学会研究発表会、2016 年、

杉山侑生・柴田脩平・秋津貴城・森田昌宏 

116. (*12) 泡消火薬剤の耐アルコール性に関する研究、日本火災学会研究発表会、2016

年、高橋のりこ・杉山侑生・脇坂亨・秋津貴城・森田昌宏・外村賢昭 

117. (*10) 誘導灯及び照明の有無が煙中の歩行速度に与える影響、2015 年度日本火災学
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会研究発表会、2015 年、藤井皓介、遠田敦、畠山雄豪、佐野友紀、大宮喜文 

118. (*10) 廊下における滞留を考慮した避難行動予測モデルの構築(その 1) モデルの概

要、2015 年度日本火災学会研究発表会、2015 年、田村祐介，城明秀，山口純一，山村

知早，大宮喜文 

119. (*10) 廊下における滞留を考慮した避難行動予測モデルの構築(その 2) －実験とマル

チエージェントモデルとの比較－、2015 年度日本火災学会研究発表会、2015 年、城明

秀、田村祐介、山口純一、山村知早、大宮喜文、佐野友紀 

120. (*10) 廊下の滞留を考慮した避難完了時間の簡易予測計算法、2015 年度日本火災学

会研究発表会、2015 年、山口純一、山村知早、大宮喜文 

121. (*12) Sub-terahertz Wave Radiating Array Consisting of Nine Photomixers for 

Illuminating Smoky Environment, 40th International Conference on Infrared, Millimeter, 

and Terahertz waves (IRMMW-THz2015), 2015 年, N. Shimizu and K. Matsuyama 

122. (*10) リスクの概念に基づく避難安全設計法に関する研究 : 一ヶ所の避難出口が許容

される条件に関する基礎的研究 その 2、2015 年度日本建築学会大会（関東）、2015 年

奥井 達朗、大宮 喜文、山口 純一、北堀 純 

123. (*10) 集結を考慮した居室避難完了時間の簡易計算法、2015 年度日本建築学会大会

（関東）、2015 年、仲野 晃平、大宮 喜文、山口 純一、城 明秀 

124. (*10) 廊下の滞留を考慮した避難完了時間の簡易予測計算法、2015 年度日本建築学

会大会（関東）、2015 年、山口 純一、城 明秀、大宮 喜文 

125. (*12) ９台のフォトミキサで構成されるサブテラヘルツ波放射器、第 76 回応用物理学会

秋季学術講演会、2015 年、山口 純一 , 城 明秀 , 大宮 喜文 

126. (*12) アレイ放射器から発せられるインコヒーレントサブテラヘルツ波を用いた煙霧環境

でのアクティブイメージング、第 63 回応用物理学会春季学術講演会、2016 年、清水直

文, 松山 賢, 沖永誠治 

127. (*12) Dual Purpose Schiff Base Complexes for DSSC Dye and Polymer Flame Retardant, 

Polymer Science- 2016 (International Conference on Polymer Science and Engineering), 

2016 年、T. Akitsu, K. Takahashi 

128. (*12) 2015 年 8 月 12 日に発生した天津港爆発事故調査の概要、第 49 回安全工学研究

発表会、2016 年、松原美之 

129. (*12)水面上に流出した高引火点可燃性液体の着火危険性評価手法の検討 第 50 回安

全工学研究発表会、2017 年 、松原美之、栗岩宏尚、八木野航 

130. (*12)火災環境におけるテラヘルツ帯アクティブイメージング －その２ 煙粒子分布の定

量化と電磁波透過特性－,日本火災学会研究発表会概要集, 2017,松山 賢, 沖永誠治, 

清水直文, 

131. (*12)テラヘルツ帯電磁波を用いたガスセンシング－燃焼生成ガスの定量分析に向けた

実験的研究－,日本火災学会研究発表会概要集, pp. 290-291, 2017, 田幡祐基, 松山 

賢, 荒木光典, 清水直文, 高倉一也, 

132. (*12)煙環境中の電磁波散乱・透過特性の分析, 日本火災学会研究発表会概要集, pp. 

304-305, 2017, 伊藤典之, 松山 賢 
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＜研究成果の公開状況＞（上記以外） 

シンポジウム・学会等の実施状況、インターネットでの公開状況等 

＜既に実施しているもの＞ 

（*6）国際会議 

 FORUM for Advanced Fire Education/Research in Asia 

H24:日本（採択前）、H25 韓国、H26 ベトナム、H27 バングラデシュ、H28 台湾 

http://gcoe.tus-fire.com/cms/wp-content/uploads/2009/04/2016-Forum-.pdf 

 

シンポジウム 

 私立大学戦略的研究基盤形成支援事業国際シンポジウム＆風と火災のシンポジウム

2015.9.1 
http://gcoe.tus-fire.com/cms/wp-content/uploads/2009/04/wind-and-fire-symposi

um.pdf 
国際セミナー2 回  

 北米、欧州、オセアニア各地域における教育・研究活動 2014.1.21 

http://gcoe.tus-fire.com/cms/wp-content/uploads/2009/04/e59bbde99a9be38
2bbe3839fe3838ae383bc20140121_e38388e383ace383ad.pdf 

 地下に建設される火力発電施設の火災リスクアセスメント 2014.7.25 

http://gcoe.tus-fire.com/cms/wp-content/uploads/2009/04/seminor_26725.pdf 
 

その他研究会など 

 火災リスク安全設計研究会 台日合同ワークショップ 2015.10.9 

http://gcoe.tus-fire.com/cms/wp-content/uploads/2009/04/taiwan-japan-joint-ws-

program2.pdf 

 

インターネットでの情報提供（公開状況） 

(*1)Forum on Fire Safety in Asia (FFSA) 

http://www.tus-fire.com/ 

 

(*1)東アジアの火災ネットニュース 

http://www.tus-fire.com/?cat=3 

 

(*2)日本の消防法令改正経過検索システム 

http://gcoe.tus-fire.com/?page_id=11737 

 

(*3)東アジア諸国の防火法令和訳データベース 

http://gcoe.tus-fire.com/?page_id=10933 

 

(*4)東アジア諸国の火災及び防火対策の状況（日本語版） 

http://gcoe.tus-fire.com/?page_id=242 

 

（*5）英文ジャーナル 

http://gcoe.tus-fire.com/?page_id=10 
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＜これから実施する予定のもの＞ 

 

 

１４ その他の研究成果等 

 

「第７回予測国際会議・ワークショップ ～減災と高齢社会の未来を展望する」（文部科学省

主催） 2016.3.2-4 共催 

http://www.nistep.go.jp/archives/25910 

 

インド鉄道局への我が国火災研究情報の提供 

 International Conference on Rail Coach Interiors 平成 27 年 10 月、インド・デリー 

 車両火災対策に関する国際会議、平成 28 年 4 月、インド・ニューデリー 

 HSR Seminar at Indian Railway Institute of Civil Eng. in Pune、（2017 年 3 月 ネット

会議で日本から参加） 

 

ベトナム政府の建築・消防法規の見直し作業に対する協力 

 ベトナムでの建築基準法への性能規定の導入と，性能検証・性能評価の枠組みに

ついての講演会の開催、2016 年 9 月 

 ベトナム政府の防火規制への性能規定の導入等のための調査団の受け入れ、

2017 年３月 

 

１５ 「選定時」及び「中間評価時」に付された留意事項及び対応 

＜「選定時」に付された留意事項＞ 

 

社会との連携、研究成果に対する学内外の評価を十分に考慮されたい。 

 

＜「選定時」に付された留意事項への対応＞ 

社会との連携を常に意識し、研究成果について評価を得るために学外の専門研究者を含め

たアドバイザリー委員会（共同利用・共同研究拠点である、火災安全科学研究拠点と併せて

の検討の場）を設置、ご評価・ご意見を頂戴してきている。 

また、アジア各国の本研究領域の専門家が参加する「アジア火災安全フォーラム（FORUM 

for Advanced Fire Education/Research in Asia）」を創設し、定期的に開催し、意見と情報の

交換を行ってきている。 

 

 

＜「中間評価時」に付された留意事項＞ 

 

該当なし 

 

＜「中間評価時」に付された留意事項への対応＞ 
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１6　施設・装置・設備・研究費の支出状況（実績概要） （千円）

0

0

0

87,675 0 0

0

11,550

167,612

199,308

装 置

111,633

0

0

0

34,063

20,146

平
成
2
9
年
度

0

0

0

33,806

0

0

0

31,844

0

0

00 0

0

97,598 70,014 0 0 0 0

3,850 7,700

0 0 0 0 0

10,185 9,961 0 0

19,504 14,559

19,411 12,433

20,057 13,749

21,333 16,726

0

3,850 7,700

10,185 9,961

装 置

設 備

装 置

研究費

研究費

装 置

施 設

設 備

総 計

総

額

研究費

設 備

研究費

装 置

装 置

施 設

施 設

平
成
2
7
年
度

施 設

施 設

研究費

平
成
2
8
年
度

設 備

法人番号
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１7　施設・装置・設備の整備状況  （私学助成を受けたものはすべて記載してください。）
（千円）

※　私学助成による補助事業として行った新増築により、整備前と比較して増加した面積
㎡

（千円）

ｈ

ｈ
ｈ
ｈ
ｈ

ｈ

DX-4000
ガス濃度分析計 25 GASMET 1 960 11,550

実験棟大規模実験室
20,146 9,961

7,700 私学助成

補助主体

25 私学助成

0

10,417人
（のべ数）

補助主体

《施　　設》  （私学助成を受けていないものも含め、使用している施設をすべて記載してください。）

補助金額整備年度

整備年度

火災科学研究センター

（研究装置）

研究室等数 使用者数

稼働時間数装置・設備の名称 台　　数型　　番

研究施設面積

1,896㎡ 1

事業経費 補助金額

事業経費施　設　の　名　称

（情報処理関係設備）

（研究設備）

《装置・設備》　（私学助成を受けていないものは、主なもののみを記載してください。）
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１8　研究費の支出状況 （千円）
【テーマ1】

  平成 年度

【テーマ２】
  平成 年度

　

リサーチ・アシスタント 1,048 燃焼性状研究補助 1,048 学内1人、外国1人、専任助教1人（H26.4採用）　
計 1,048

計 7,156

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

教育研究用機器備品 7,156 燃焼性状実験 2,142 ガス濃度分析計追加成分
その他 5,014

計 1,311

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

人件費支出 1,311 実験補助 1,311 時給　1,000円，年間時間数　1253時間　実人数11人

計 16,156

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

資料費 13 消防法令変遷の提示 6 官報情報検索サービスネット　
その他 7

修繕費 2,815 燃焼性状実験 1,814 外装試験装置断熱材補修
その他 1,001

アジアの消防法令収集 1,809 消防法令翻訳
その他 1,671

燃焼性状実験 24 試験体運搬レンタカー

報酬・委託料 5,621 避難行動研究 2,141 アンケート調査

その他 38

賃　貸　料 201 燃焼性状実験 177 施設使用料

その他 6

旅費交通費 114 耐火実験 76 国内旅費

光　熱　水　費 14 燃焼性状実験 14 光熱水料

通信運搬費 94 燃焼性状実験 88 試験体運搬費

避難行動実験 670 自走用車椅子、担架、レスキューマネキン
その他 4,976

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費 7,284 燃焼性状実験 1,638 試験体マットレス

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

計 1,032

年　　　度 25

人件費支出 1,032 アジア火災ネットニュース情報収集 941 時給1,000円，年間時間数　941時間 実人数3人
アジア火災ネットニュース整理 91 時給950円，年間時間数　96時間 実人数1人

計 3,137

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

資料費 25 情報収集 25 書籍

報酬・委託料 919 HP設計及び構築 724 ＨＰ設計構築
その他 195

火災事故情報調査 422 ベトナム旅費
その他 29

その他 13

旅費交通費 984 東アジア火災安全フォーラム開催 533 ソウル旅費

その他 84

印刷製本費 986 研究情報発信 973 パンフレット

223 実験ビデオ製作 139 実験映像分析装置

主　　な　　内　　容

年　　　度 25

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額

消　耗　品　費

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出
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  平成 年度

  平成 年度

リサーチ・アシスタント 2,096 ファサード試験研究補助 2,096 外国1人　
計 2,096

計 777

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品 777 耐火性能実験 777 特殊型高温電気炉用制御盤

計 3,611

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

人件費支出 3,611 実験補助 3,611 時給1,000円，年間時間数　3362時間 実人数4人

資料費 25 消防法令変遷の提示 25 官報情報検索サービス

計 22,897

修繕費 1,063 外装試験 934 外装材試験装置　燃焼室開口部拡張工事
その他 129

アジアの消防法令収集 2,230 消防法令翻訳
その他 2,190

報酬・委託料 7,606 消防法令変遷の提示 2,700 消防法令データベース作成
ファサード試験 486 ファサード試験実験補助

鋼管コンクリート試験 2,443 鋼管コンクリート試験体
その他 8,050

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費 14,203 煙流動実験 3,710 煙流動実験模型

【テーマ２】
年　　　度 26

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

アジア火災ネットニュース整理 1,232 時給950円，年間時間数　1297時間 実人数1人
計 3,019

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

人件費支出 3,019 アジア火災ネットニュース情報収集 1,787 時給1,000円，年間時間数　1787時間 実人数4人

計 5,659

国際セミナー 30 謝金
その他 1,422

出火危険度調査 98 縫製工場調査旅費

報酬・委託料 3,050 東アジア火災安全フォーラム開催費 1,598 業務委託

旅費交通費 1,154 東アジア火災安全フォーラム 968 ベトナム旅費
セミナー 88 講師旅費

印刷製本費 1,321 英文ジャーナル発行 707 英文ジャーナル発行
英語版パンフレット発行 614 英語版パンフレット発行

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

通信運搬費 134 英文ジャーナル発行 134 英文ジャーナル送付料

【テーマ１】
年　　　度 26

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容
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  平成 年度

　

  平成 年度

　

ポスト・ドクター 3,347 国際シンポジウム開催 3,347 外国1人

計 4,177

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

リサーチ・アシスタント 830 外装試験研究補助 830 外国2人

計 1,450

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品 1,450 燃焼性状実験 1,450 高機能小型熱画像カメラ

人件費支出 877 実験補助 877 時給　1,000円，年間時間数　877時間　実人数4人
計 877

計 15,589

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

資料費 31 消防法令変遷の提示 31 官報情報検索サービスネット他　

学会参加費 168 成果公開 168 アジアオセアニア火災シンポジウム参加費他

修繕費 564 ガス分析 260 供給システム修理          
その他 304

消防法令変遷の提示 1,031 消防法令変遷システム設計
その他 5,408

報酬・委託料 8,366 国際シンポジウム 644 謝金、通訳
ガス分析 1,283 試験体製作

ガス分析 544 コーンカロリーメータ試験装置使用料         
その他 90

その他 263

賃　貸　料 805 国際シンポジウム 171 通訳機材レンタル

旅費交通費 1,439 国際シンポジウム 122 招聘旅費
学会発表 1,054 外国旅費

印刷製本費 343 国際シンポジウム 308 概要集印刷
その他 35

通信運搬費 35 国際シンポジウム 21 通訳機材運搬
ガス分析 14 機材運搬レンタカーガソリン代他

ガス分析 588 FTIR実験消耗品
その他 2,027

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費 3,838 外装試験 1,223 試験体製作

【テーマ２】
年　　　度 27

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

計 1,388

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品 1,388 金属錯体難燃化研究 1,388 ＨＰワークステーション一式  

計 4,711

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

人件費支出 4,711 アジア火災ネットニュース情報収集 4,711 時給　1,000円，年間時間数　4710時間　実人数12人

（　資料費　） 69 成果公開 69 論文掲載料

計 5,614

アジア火災ホームページ 1,186 検索機能構築
その他 1,357

賃　貸　料 76 台湾国際事業 76 車両チャーター

報酬・委託料 3,623 東アジア火災安全フォーラム開催費 1,080 業務委託

旅費交通費 1,439 東アジア火災安全フォーラム 812 バングラデシュ外国旅費
その他 627

その他 16

印刷製本費 328 英文ジャーナル発行 328 英文ジャーナル製本費

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

通信運搬費 79 英文ジャーナル発行 63 英文ジャーナル発送費

【テーマ１】
年　　　度 27

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容



（様式2）

法人番号 131065

  平成 年度

　

  平成 年度

　

計 1,048

リサーチ・アシスタント 1,048 外装試験研究補助 1,048 外国1人
0

計 1,233

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

教育研究用機器備品 1,233 燃焼性状実験 771 熱流束計
その他 462

計 204

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

人件費支出 204 避難行動実験 204 時給　1,000円，年間時間数　204時間　実人数22人
実験補助 788 時給　1,000円，年間時間数　788時間　実人数5人

計 17,865

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

資料費 472 太陽電池の難燃化対策 472 分子動力学計算ソフト他　

学会参加費 140 成果公開 140 Ｉｎｔｅｒｆｌａｍ２０１６参加費他

修繕費 1,530 燃焼性状実験 1,024 ＰＩＶ燃焼場測定システム
その他 506

賃　貸　料 158 避難行動実験 158 被験者実験用撮影機材レンタル

報酬・委託料 5,117 各種実験 5,117 機材メンテナンス

旅費交通費 739 研究成果発表 717 Ｉｎｔｅｒｆｌａｍ２０１６参加他
その他 22

通信運搬費 47 避難行動実験 13 機材運搬
成果発表 34 モバイル通信費

燃焼性状実験 2,196 試験体
その他 7,131

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費 9,662 避難行動実験 335 被験者実験用資材

【テーマ２】
年　　　度 28

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

計 0

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品 0

計 3,317

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

人件費支出 3,317 アジア火災ネットニュース情報収集 3,317 時給　1,000円，年間時間数　3317時間　実人数17人

（　資料費　） 0 成果公開 論文掲載料

計 8,217

アジア火災ホームページ 3,001 リニューアル他
その他 893

その他 313

報酬・委託料 5,192 デジタルアーカイブ 1,298 デジタルアーカイブ化

旅費交通費 2,575 東アジア火災安全フォーラム 1,310 台湾外国旅費
防火基準法令 952 外国旅費、招聘旅費

その他 11

印刷製本費 359 英文ジャーナル発行 359 英文ジャーナル製本費

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

通信運搬費 91 英文ジャーナル発行 80 英文ジャーナル発送費

【テーマ１】
年　　　度 28

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容



（様式2）

法人番号 131065

  平成 年度

　

  平成 年度

　

（　資料費　）

通信運搬費 108

計 1,077

リサーチ・アシスタント 1,077 外装試験研究補助 1,077 外国1人
0

計 3,188

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

教育研究用機器備品 3,188 燃焼性状実験 2,559 垂直火炎伝播試験装置ガス制御
金属錯体難燃化研究 629 手動印刷機ＭＥＣ－２４００

計 1,328

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

人件費支出 1,328 実験補助 1,328 時給　1,000円，年間時間数　1328時間　実人数31人

計 17,789

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

修繕費 4,843 燃焼性状実験 1,330 クレーン修理
3,513 燃焼試験装置修繕

各種実験 1,459 実験委託

報酬・委託料 7,984 各種実験 3,285 メンテンナンス
開発費 3,240 システム開発

燃焼性状実験 745 測定場賃借

その他 13

賃　貸　料 896 避難行動実験 151 実験機材、レンタカー

旅費交通費 646 燃焼性状実験 89 国内旅費
学会発表 544 国内旅費、外国旅費

通信運搬費 200 避難行動実験 200 機材運搬、アンケート送付

避難行動実験 523 実験用資材
その他 2,145 各種実験消耗品

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費 3,220 燻燃実験 552 実験用資材

【テーマ２】
年　　　度 29

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

計 0

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品 0

計 5,886

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

人件費支出 5,886 アジア火災ネットニュース情報収集 5,886 時給　1,000円，年間時間数　5886時間　実人数18人

（学会参加費） 185 成果公開 185 ＩＡＦＳＳ参加費他

計 4,795

アジア火災ホームページ 139 Webサイト更新
11 成果公開 11 学会用資料

賃　貸　料 867 東アジア火災安全フォーラム 867 会場使用、通訳機材、バス

報酬・委託料 659 東アジア火災安全フォーラム 520 同時通訳費用

その他 149

印刷製本費 1,629 英文ジャーナル発行 322 英文ジャーナル製本費

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費 259 東アジア火災安全フォーラム 259 ネックストラップ、スプリンクラーヘッド他

年　　　度 29

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

【テーマ１】

東アジア火災安全フォーラム 23 国内旅費

1,307東アジア火災安全フォーラム 講演資料印刷
東アジア火災安全フォーラム 905 外国人招聘費用旅費交通費 1,077

英文ジャーナル発行 英文ジャーナル発送費
東アジア火災安全フォーラム 12 資料運搬、貸し切りバス高速道路料金
その他 16

80
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